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(57)【要約】
　製品を生産するための反応の移行の間に生産されるオ
フグレード材料の量を最小限に抑える方法であって、他
の特性よりも移行の間により多くのオフグレードの生産
を引き起こす一次特性を特定し；そして移行の間のオフ
グレードの量を有意に減らす当初条件（前記一次特性の
初期値を含む）を決定する：ことによって、当初反応か
ら目標反応への移行のためのパラメーターを決定する工
程を含む、前記方法。この方法は随意に、移行の後に目
標仕様セットを満たす特性を有する製品を生産すること
が予定される場合に、製品の少なくとも２つの異なる特
性であって移行開始時に初期仕様セットに準拠している
もののそれぞれについて、移行の前、間及び後に瞬間値
及び平均値を示すデータを得ることによって、初期仕様
を満たす一次特性を特定する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　初期仕様セットを満たす特性を有する製品を生産するための当初反応から目標仕様セッ
トを満たす特性を有する製品を生産するための目標反応へと移行するためのパラメーター
を決定する方法であって、次の工程：
（ａ）製品特性の内の１つであって他のどの特性よりも移行の間により多くのオフグレー
ドの製品の生産を引き起こしてしまうものを、一次特性として特定する工程；及び
（ｂ）一次特性の初期値を含む移行についての当初条件であって移行の間に生産されるオ
フグレード製品の量を有意に減らすものを決定する工程：
を含む前記方法。
【請求項２】
　工程（ｂ）において決定される当初条件が移行の間に生産されるオフグレード製品の量
を少なくとも実質的に最小限に抑える、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　工程（ｂ）において決定される当初条件で始まる移行を実行するためのプロセス制御変
数を決定する工程をも含む、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　次の工程：
・当初反応を実行している間に、工程（ｂ）において決定された当初条件を確立する；
・次いで目標反応への移行を実行する：
をも含む、請求項１～３のいずれかに記載の方法。
【請求項５】
　前記当初反応及び目標反応がそれぞれ重合反応である、請求項１～４のいずれかに記載
の方法。
【請求項６】
　前記製品がポリオレフィンである、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記当初反応中及び目標反応中に生産される製品が樹脂であり、前記一次特性が樹脂密
度及び樹脂流動性の内の一方である、請求項１～６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　工程（ｂ）で決定された当初条件で開始される移行を実行するためのプロセス制御変数
を、
・移行の間に生産される製品が第１の時点において一次特性のせいでオフグレードになり
且つ第１の時点と少なくとも実質的に等しいある時点において製品の各非一次特性の少な
くとも１つのせいでオフグレードになり、
・前記一次特性が第２の時点において初めて目標仕様セットに準拠したものになり、そし
て
・前記非一次特性の少なくとも１つがこの第２の時点と少なくとも実質的に等しくしかし
第２の時点より遅くない時点において初めて目標仕様セットに準拠したものになる
ように決定する工程をも含む、請求項１～７のいずれかに記載の方法。
【請求項９】
　前記パラメーターが移行を開始させるための当初反応パラメーター及び移行の間に製品
パラメーターを変化させるためのパラメーターを包含し、そして
　工程（ｂ）が
（ｃ）第１の時点において一次特性のせいで移行の間に生産される製品がオフグレードに
なり且つ第２の時点において前記一次特性が初めて目標仕様セットに準拠したものになる
ように、移行の間の一次特性の変化についての時定数を決定する工程；並びに
（ｄ）第１の時点と少なくとも実質的に等しいある時点において製品の各非一次特性のせ
いで移行の間に生産される製品がオフグレードになるように、前記各非一次特性の少なく
とも１つについての初期値及び移行の間の該各非一次特性の変化についての時定数を決定
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する工程：
を含む、請求項１～８のいずれかに記載の方法。
【請求項１０】
　工程（ｄ）において決定される前記各初期値及び前記各時定数が、前記の各非一次特性
が前記の第２の時点と少なくとも実質的に等しくしかし該第２の時点より遅くないある時
点において初めて前記目標仕様セットに準拠したものになるように決定される、請求項９
に記載の方法。
【請求項１１】
　次の工程：
（ｅ）前記移行を実行するための操作パラメーターを決定する工程：
をも含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記操作パラメーターが温度、気体組成、コモノマー組成、反応器圧力、触媒組成及び
触媒変性剤の内の少なくとも１つを含む、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　移行の後に目標仕様セットを満たす特性を有する製品を反応器中で生産することが予定
される場合に、反応器中で生産させる初期仕様セットを満たす特性を有する製品の一次特
性を特定するための方法であって、次の工程：
（ａ）製品の少なくとも２つの異なる特性であって移行開始時に初期仕様セットに準拠し
ているもののそれぞれについて移行の前、間及び後に瞬間値及び平均値を示すデータを得
る工程；並びに
（ｂ）前記データから、各種特性の内の１つであって他のどの特性よりも移行の間により
多くのオフグレード製品の生産を引き起こしてしまうものを一次特性として特定する工程
：
を含む、前記方法。
【請求項１４】
　前記反応器が重合反応を実施するために構成された流動床反応器である、請求項１３に
記載の方法。
【請求項１５】
　前記製品がポリオレフィンである、請求項１４に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、（第１の仕様セットを満たす製品（生成物とも言う）が生産される）当初反
応から（第２の仕様セットを満たす製品が生産される）目標反応への移行（過渡）を実行
するために反応（例えばオレフィン重合反応）を制御するための方法に関する。より詳細
には、本発明は、かかる移行を実行しながらオフグレード製品の生産量を減らす（又は最
小限に抑える）ための方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　連続反応によって生産されている製品に関して、その製品の特性の「瞬間」値とは、本
明細書においては、その製品の内の最も新たに生産された部分の特性の値を指す。典型的
には、製品の内の最も新たに生産された部分は以前に生産された部分と混合され、その後
に新たに生産された製品と以前に生産された製品との混合物が反応器から出て行く。対照
的に、連続反応によって生産されている製品に関して、ここで言う特性の「平均」（又は
「床平均」）値（時間「Ｔ」におけるもの）とは、時間Ｔにおいて反応器から出て行く製
品の特性の値を指す。
【０００３】
　この開示を通じて、略語「ＭＩ」とはメルトインデックスを指し、略語「ＦＩ」とはフ
ローインデックスを指す。
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【０００４】
　特許請求の範囲を含めたこの開示を通じて、用語「オフグレード製品」（例えば「オフ
グレード」ポリマー樹脂）とは、その製品が反応器中で、ある仕様セット（言い換えれば
、仕様の組合せ又は組合せ仕様）（製品の１つ以上の特性についての１つ以上の仕様のセ
ット）を満たすことを意図して生産されることを前提として、その製品が仕様セットの内
の少なくとも１つの仕様を満たさない特性を少なくとも１つ有することを指す。例えば、
その製品が特定の第１範囲内の樹脂流動性（例えばＭＩ）及び特定の密度範囲内の密度を
有することを仕様セットが要求する場合、その製品は、その樹脂流動性（例えばメルトイ
ンデックス）が前記の第１範囲外にあり且つ／又はその密度が前記密度範囲外にある場合
には、オフグレード製品である。
【０００５】
　特許請求の範囲を含めたこの開示を通じて、移行の間（過渡期）の製品特性の変化につ
いての用語「時定数」とは、広い意味において、移行の間に特性がどれぐらい素早く変化
するかを決定し又は移行の間の製品の軌道（trajectory）（時間の関数としての値）を決
定する１つ以上のパラメーターを指すために用いられる。本明細書においては特性は移行
の間に「時定数」と共に変化するものと記載されるが、これは必ずしも特性が指数関数的
に（即ち急激に）（例えば、Ｋｅ-t/Tとして：ここで、Ｋは移行定数の開始時の初期値で
あり、移行開始時の時間パラメーターｔ＝０、Ｔは時定数である）変化することを意味す
るわけではない（但し、本発明のある実施態様においては、１つ以上の製品特性が移行の
間に指数関数的に変化することもあり得る）。本明細書においては特性は移行の間に「時
定数」と共に変化するものと記載されるが、これは必ずしも特性が一定の速度又は経時変
化する速度で変化することを意味するわけではない。
【０００６】
　ポリマーを生産するための１つの通常用いられる方法は、気相重合である。慣用の気相
流動床反応器は、重合によってポリオレフィンを生産するための操作の間に、反応ガス、
ポリマー（樹脂）粒子、触媒及び触媒変性剤の混合物を含む流動化濃密相床を含有する。
典型的には、いくつかのプロセス制御変数の内のいずれかを調節することによって所望の
特徴を有する反応生成物を得ることができる。
【０００７】
　あるグレードのポリマーの生産から別のグレードのポリマーの生産に変更するためには
、典型的には、重合反応器が新たな樹脂仕様並びにそれに応じた反応温度、反応成分及び
反応成分比のようなプロセス条件に切り替わるための移行期間（過渡期）が必要とされる
。ある樹脂製品の生産から別の樹脂製品の生産への移行の間に、当初の製品又は所望の目
標製品のいずれの所望の樹脂流動性（例えばメルトインデックス）、密度又はその他の特
性も持たないオフグレードポリマー材料が生産される。加えて、「定常状態」条件下で運
転される重合反応は、オフグレードポリマー材料の生産をもたらし得る変化に遭遇するこ
とがあり、これは収益の損失及び反応器の運転停止につながることがある。オフグレード
ポリマー材料の生産は経済的損失を示すので、反応器中でかかる材料が生成してしまう時
間の長さを最短にしてかかる材料の生成量を最小限に抑えることが望ましい。
【０００８】
　一時的なオフグレードポリマー材料を減らすために、多くの方法が報告されている。か
かる方法は、重合遅延剤や触媒毒（例えばＣＯ2やＯ2）を反応器中に供給したり、自動式
フロー比コントローラーを新たな値に調節したり、反応器から反応成分ガスを除去したり
、触媒量を減らしたり、流動床の量を調節したり、窒素のような非反応性ガスを添加した
りということを伴うものであるが、他にも是正措置はある。
【０００９】
　オフグレード材料を抑制するための現存のアプローチにも拘らず、新たな製品への移行
の間に生産されるオフグレードポリマー材料や定常状態製造の際の揺らぎの結果として生
産されるオフグレードポリマー材料の量を減らすためのもっと効果的でもっと効率の良い
方法を提供することが依然として必要とされ、望まれている。
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【００１０】
　１９９７年５月６日付けで発行された米国特許第５６２７２４２号明細書には、（第１
仕様セットを満たす製品が生産される）当初反応から（第２仕様セットを満たす製品が生
産される）目標反応への移行を実行するために気相流動床重合反応を制御するための方法
が開示されている。いくつかのかかる実施態様では、移行の間に生産されるオフグレード
材料の量を減らすために、反応パラメーター（例えば温度及び反応成分分圧）を予め決め
られた中間値に変化させ、後にこれらのパラメーターをそれらの（第２仕様セットを満た
す製品を生産するための）目標値に変化させることによってかかる移行が実行される。し
かしながら、米国特許第５６２７２４２号明細書には、移行の間に生産されるオフグレー
ド材料の量を減らす（又は最小限に抑える）ために、かかる移行を実行する前に（移行前
反応の実行中の、仕様セットを満たす製品が生産されていてオフグレード材料が何ら生産
されていない間に）反応条件を設定することは、教示も示唆もされていない。
【００１１】
　２００５年１月２５日付けで発行された米国特許第６８４６８８４号明細書には、ポリ
オレフィンの生産の間に樹脂特性を調節するための方法が開示されている。いくつかの実
施態様において、この方法は、（第１仕様セットを満たす製品が生産される）当初反応か
ら（第２仕様セットを満たす製品が生産される）目標反応への迅速な移行を実現している
。いくつかのかかる実施態様では、移行（例えばあるポリマーグレードの生産から別のポ
リマーグレードの生産への移り変わり）を素早く且つ移行の間に生産されるオフグレード
材料を最小限に抑えるように実行するために、反応温度と樹脂流動性を制御するための第
２のプロセス変数との組合せの調和の取れた操作が採用される。
【００１２】
　米国特許第６８４６８８４号明細書には、（連続重合反応の際の）第１のポリオレフィ
ンの生産から第２のポリオレフィンの生産への移行の間に生産されるオフグレードポリオ
レフィンの量を減らすための方法が記載されており、この方法においては、第２のポリオ
レフィンが第１のポリオレフィンとは異なる反応温度において生産される。（第２のポリ
オレフィンを生産するための）目標反応温度と当初反応温度とを比較し、次いでこの反応
温度を（必要に応じて目標温度以上の値又は以下の値に）変化させ、反応成分ガスの流入
量を変更する。移行の開始時に、目標温度の方が低い場合には反応温度を目標反応温度よ
り約２０℃下に動かし、目標温度の方が高い場合には反応温度を目標反応温度より約２０
℃上まで動かし、同時に１種以上のガスの流入量を反応器中のガス組成が変わるように変
化させる。次いで、平均樹脂流動性値が目標値に近づくにつれて、反応温度を目標温度に
向けて動かす。所望ならば、変化させた反応温度及びガス組成を、反応器中の全ポリオレ
フィンの平均樹脂流動性値が第２のポリオレフィンの目標樹脂流動性値の許容範囲内にな
るまで、最初に変えたレベルに保つことができ、その上で、平均樹脂流動性値が目標樹脂
流動性値に近づくにつれて、反応温度を目標反応温度に向けて動かすことができる。
【００１３】
　しかしながら、米国特許第６８４６８８４号明細書には、移行の間に生産されるオフグ
レード材料の量を減らす（又は最小限に抑える）ために、別の反応への移行を実行する前
に（移行前反応の実行中の、仕様セットを満たす製品が生産されていてオフグレード材料
が何ら生産されていない間に）反応条件を設定することは、教示も示唆もされていない。
【特許文献１】米国特許第５６２７２４２号明細書
【特許文献２】米国特許第６８４６８８４号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
発明の概要
　１つの類の実施態様において、本発明は、当初反応から目標反応への移行についての当
初条件を、この移行の間に生産されるオフグレード製品の量を有意に減らす（好ましくは
最小限に抑える又は実質的に最小限に抑える）ように、決定するための方法にある。本明



(6) JP 2008-542497 A 2008.11.27

10

20

30

40

50

細書において、生産されるオフグレード製品の量の「有意の減少」とは、無計画に決定し
た移行当初条件（又は無計画に決定した移行当初条件の平均）で生産される量より低い量
への有意の減少を意味する。また、本発明の方法のある実施態様は、移行を実行するため
の好ましいプロセス制御変数をも決定する。また、ある実施態様は、（移行を実行する前
に）オフグレード材料の生産を少なくとも実質的に最小限に抑えるために当初反応条件に
反応条件を設定する工程、及び次いで移行の終わりに目標反応条件に到達するために（本
発明に従って決定される態様で）移行を実行する工程を含む。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　当初反応の間は、初期仕様セットを満たす特性を有する製品が生産されるべきである。
目標反応の間は、目標仕様セットを満たす特性を有する製品が生産されるべきである。移
行の間に、生産される製品は、まず最初に１つ、２つ又はそれ以上の製品特性が（初期仕
様セットに）準拠しなくなることによって初期仕様セットに準拠しなくなる。本明細書に
おいては、ある特性Ａが初期仕様セットに準拠しなくなるせいでその製品が初期仕様セッ
トに準拠しなくなることを言うために、『移行の間に生産される製品が特性Ａのせいで「
オフグレードになる」』又は『特性Ａがオフグレード製品の生産を「引き起こす」』とい
う表現を用いる場合がある（特性「Ａ」は、初期仕様セットによって指定される任意の製
品特性である）。
【００１６】
　ある実施態様においては、製品特性の内の１つであって他のどの特性よりも移行の間に
より多くのオフグレード製品の生産を引き起こしてしまう製品特性を、「一次」特性と言
う。つまり、一次特性とは、移行の間に生産される製品（以下、『移行期間中生産製品』
と言う）中、他のどの製品特性が初期仕様セット及び目標仕様セットに準拠しないせいで
初期仕様セット及び目標仕様セットの両方に準拠しないものとなる製品よりも、この一次
特性が（初期仕様セット及び目標仕様セットに）準拠しないせいで初期仕様セット及び目
標仕様セットの両方に準拠しないものとなる製品の方が多いということになる製品特性の
ことである。
【００１７】
　ある実施態様においては、製品特性の内の１つを一次特性とし、本発明の方法は、移行
を実行するためのプロセス制御変数を、
・移行期間中生産製品がある第１の時点において一次特性のせいでオフグレードになり且
つこの第１の時点に等しい（又は実質的に等しい）ある時点において各非一次製品特性（
一次特性以外の製品特性）の少なくとも１つのせいでオフグレードになり、
・前記の一次特性がある第２の時点において初めて目標仕様セットに準拠したものになり
、且つ
・前記の各非一次特性がこの第２の時点と少なくとも実質的に等しくしかし第２の時点よ
り遅くないある時点において初めて目標仕様セットに準拠したものになる
ように、決定する。かかるプロセス制御変数に従って移行を実行することによって、発明
によって課されるその他の制約（例えばオフグレード材料生産量の減少又は最小限化）を
受ける移行の間に、各非一次特性を比較的ゆっくり変化させることができる（例えば各非
一次特性の変化のための時定数が最大になる）。
【００１８】
　典型的な実施態様においては、当初反応及び目標反応の間に樹脂が生産される。（初期
仕様セットによって決定される特性を有する）当初樹脂製品の生産から（目標仕様セット
によって決定される特性を有する）最終樹脂製品への移行の間に生成するオフグレード樹
脂の量は、本発明に従って移行の開始時に（初期仕様セットによって許容される範囲内の
）選ばれた当初樹脂製品特性セットを有する樹脂が生産されるようにすることによって、
有意に減らす（好ましくは最小限に抑える）ことができる。典型的な実施態様において、
（移行開始時の）上記の選ばれた当初樹脂製品特性には、樹脂密度及び樹脂流動性（例え
ばＭＩ又はＦＩ）が包含される。移行開始時の当初樹脂製品特性を最適に選ぶことによっ
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て、オフグレード容量を、典型的には、移行開始時の（初期仕様セットによって許容され
る範囲内の）無計画に決定した当初樹脂製品特性について生産される量より３５％も減ら
すことができる。（移行開始時の）選ばれた当初樹脂製品特性は、反応器の制約、プロセ
ス動力学及び最終（目標）製品特性に基づいて予め決定することができる。反応器の制約
、プロセス動力学及び目標製品特性は、分析的及び数値的方法を用いてモデリング（モデ
ル化）することができる。本発明に従って（例えば数値的、グラフ的且つ／又は分析的方
法によって）決定される（移行開始時の）最適当初樹脂製品特性は、典型的には直感的に
わかるものではなく、典型的には従来の考えとは一致しない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　ある実施態様において、本発明の方法は、（初期仕様セットによって決定される特性を
有する）ある製品を生産するための第１の反応から目標仕様セットによって決定される特
性を有する）目標製品を生産するための目標反応への移行のためのパラメーター（移行を
開始するための当初反応パラメーター及び移行の間の製品パラメーターの変化についての
時定数を含む）を決定する。この方法は、次の工程を含む：
（ａ）（初期仕様セット及び目標仕様セットによって特定される特性から）製品の一次特
性を決定する工程；
（ｂ）前記一次特性の（移行開始時における）出発値であって、移行の間に生産されるオ
フグレード製品（移行期間中生産オフグレード製品）の量を最小限に抑え又は実質的に最
小限に抑えて、（移行の開始時又は移行の間の）第１の時点において一次特性が初期仕様
セットに準拠しなくなるせいで移行期間中生産製品が初期仕様セットに準拠しないものに
なるようにし且つ移行期間中生産製品の一次特性が第２の時点（移行終了時）において初
めて目標仕様セットに準拠したものにする前記出発値を決定する工程；並びに
（ｃ）移行の間の前記の第１の時点と少なくとも実質的に合致するある時点において各非
一次特性（各非一次特性とは、一次特性以外の、初期仕様セット及び目標仕様セットによ
って特定される特性の１つである）が初期仕様セットに準拠しなくなるせいで移行期間中
生産製品が初期仕様セットに準拠しないものになるように、移行開始時の製品の前記の各
非一次特性の少なくとも１つについての出発値を決定し且つ移行の間の前記の各非一次特
性の変化のための時定数を決定する工程。
【００２０】
　好ましくは、工程（ｃ）はまた、前記の第２の時点と少なくとも実質的に合致するある
時点において初めて移行期間中生産製品の各非一次特性が目標仕様セットに準拠したもの
になるように、前記の各非一次特性の変化についての時定数を決定する工程をも含む。あ
る実施態様においては、製品の二次特性及び三次特性のそれぞれについての（並びに随意
としての追加の製品特性についての）出発条件（及び時定数）は、
・（前記の第１の時点と少なくとも実質的に合致するある時点において）一次特性、二次
特性及び三次特性のそれぞれ（並びに随意としての追加の特性）が初期仕様セットに準拠
しなくなるせいで移行期間中生産製品が初期仕様セットに準拠しなくなり、且つ
・移行期間中生産製品の一次特性、二次特性及び三次特性のそれぞれ（並びに随意として
の追加の特性）が前記の第２の時点と少なくとも実質的に合致するある時点において初め
て目標仕様セットに準拠したものになる
ように、決定される。好ましくは、各非一次特性が一次特性と同時に（又は実質的に同時
に）「オフグレード」になり、そして各非一次特性ができるだけ遅く（しかし一次特性が
目標仕様セットに準拠した値に達する時点よりは遅くない時点において）目標仕様セット
に準拠した値に達して、各非一次特性の変化についての時定数が最大になるようにする。
典型的には、（例えば反応の制御を容易にするために、）オフグレード製品の生産量が増
えることなく移行の間に比較的ゆっくり各非一次製品特性が変化するのが好ましい。
【００２１】
　工程（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）を含む上記の方法はまた、随意に次の工程も含む：
（ｄ）プロセス制御変数を、
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・一次特性が移行開始時に工程（ｂ）において決定される出発値を有するように、そして
・前記の第１の時点において一次特性が初期仕様セットに準拠しなくなるせいで移行期間
中生産製品が初期仕様セットに準拠しなくなり且つ移行の間の前記の第１の時点と少なく
とも実質的に合致するある時点において前記の各非一次特性が初期仕様セットに準拠しな
くなるせいで移行期間中生産製品が初期仕様セットに準拠しなくなるように、
制御することによって、移行を実行する。
【００２２】
　本発明の方法のある実施態様であって（初期仕様セット及び目標仕様セットによって特
定される特性から）反応器中で生産される製品の一次特性を特定する工程を含むものにお
いて、一次特性を特定する工程は、次の工程を含むことができる：
・多くの様々な製品特性のそれぞれが移行開始時に初期仕様セットに準拠している場合に
、移行の前、間及び後に、これら様々な特性のそれぞれについて、瞬間及び平均製品特性
（例えば製品が流動床反応器中で生産される場合の床平均特性）を示すデータ（例えばヒ
ストリカルデータ、シミュレートデータ又はモデリングデータ）を得る工程；並びに
・移行の前、間及び後に、多くの様々な製品特性のそれぞれについて、これら様々な特性
のそれぞれが移行開始時に初期仕様セットに準拠している製品が生産されている場合の瞬
間及び平均製品特性（例えば製品が流動床反応器中で生産される場合の床平均特性）を示
すデータ（例えばヒストリカルデータ、シミュレートデータ又はモデリングデータ）を得
る工程；並びに
・前記のデータから、製品特性の内の１つであって他のどの特性よりも移行の間により多
くのオフグレード製品の生産を引き起こしてしまうものを、一次特性として特定する工程
。これは、次のように行うことができる：一次特性が（初期仕様セット及び目標仕様セッ
トに）準拠しなくなるせいで初期仕様セットや目標仕様セットのいずれにも準拠しないオ
フグレード製品の最初の部分が生産されるように移行を実行することができることを割り
出し、そして他の任意の製品特性が初期仕様セット及び目標仕様セットに準拠しないせい
で初期仕様セットや目標仕様セットのいずれにも準拠しないオフグレード製品が前記の最
初の部分の量と等しい量又はそれより多い量で生産されるように移行を実行することはで
きないことも割り出す。
【００２３】
　別の実施態様において、この方法は、次の工程を含む：
（ａ）一次製品特性（例えばＭＩ及び密度の内の一方）、二次製品特性（例えばＭＩ及び
密度の内のもう一方）並びに随意としての１つ以上の追加の（例えば三次）製品特性につ
いて、（反応移行開始時における）最適出発値並びに（各製品特性が変化し始めるための
）初期変化時間並びに（移行の間に各製品特性が変化するための）時定数を決定する工程
；並びに
（ｂ）製品特性の瞬間値を工程（ａ）で決定された最適出発値に設定するための操作パラ
メーター（例えば温度、気体組成、コモノマー組成、エチレン分圧及び／又は触媒組成）
を決定し、そして、工程（ａ）で決定された初期変化時間及び時定数に一致する態様で移
行を実行するためには前記各操作パラメーターを時間の関数としてどのように変化させる
のかを決定する工程。
【００２４】
　典型的には、工程（ｂ）は、製品特性と操作パラメーターの瞬間値とを関連づける反応
プロセスのモデルを用いて実施される。また、この方法は好ましくは次の工程をも含む：
（ｃ）瞬間製品特性を工程（ａ）で決定された最適出発値に設定し且つ工程（ａ）で決定
された初期変化時間及び時定数のそれぞれに一致する態様で瞬間製品特性を変化させるた
めに操作パラメーターを調節することによって移行を実行する。
【００２５】
　図１は、本発明に従って運転を制御することができる流動床反応器（１０）を含む系の
簡略断面図である。
【００２６】
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　図２は、本発明に従って運転を制御することができる別の流動床反応器の簡略断面図で
ある。
【００２７】
　図３は、本発明に従って運転を制御することができる別の流動床反応器の簡略断面図で
ある。
【００２８】
　図４は、流動床反応器中で生産されるポリオレフィンのシミュレートされた瞬間及び床
平均メルトインデックス（ＭＩ）（ｇ／１０分の単位）のグラフである。
【００２９】
　図５は、流動床反応器中で生産されるポリオレフィンのシミュレートされた瞬間及び床
平均密度（ｇ／ｃｃの単位）のグラフである。
【００３０】
　図６は、図４とは異なる初期値を想定した、流動床反応器中で生産されるポリオレフィ
ンのシミュレートされた瞬間及び床平均ＭＩのグラフである。
【００３１】
　図７は、図５とは異なる初期値を想定した、流動床反応器中で生産されるポリオレフィ
ンのシミュレートされた瞬間及び床平均密度のグラフである。
【００３２】
　図８は、図７とは異なる初期値を想定した、流動床反応器中で生産されるポリオレフィ
ンのシミュレートされた瞬間及び床平均密度のグラフである。
【００３３】
　図９は、図７や図８とは異なる初期値及び変化のための時定数を想定した、流動床反応
器中で生産されるポリオレフィンのシミュレートされた瞬間及び床平均密度のグラフであ
る。
【００３４】
　図１０は、本発明の方法のある実施態様のフローチャートである。
【００３５】
好ましい実施態様の詳しい説明
　本発明に従って運転を制御することができる反応器系（装置）を、図１を参照して説明
する。図１の系は流動床反応器１０を含む。反応器１０は、下方端部（ボトムエンド）１
１、上方区画（トップセクション）１９、下方端部１１と上方区画１９との間の円筒状（
直線的な）区画１４及び区画１４内の分配板１２を有する。区画１９の各水平断面の直径
は、直線的区画１４の直径より大きい。運転中は、濃密相表面１８が反応器１０内に存在
する希薄相材料（濃密相表面１８の上方）と反応器１０内の濃密相材料１６（区画１４、
板１２及び表面１８によって境界が設けられる部分）との境界となる。運転中は、反応器
１０のフリーボード（上部に設けられた空隙）面２０が上方区画１９の内側面及び区画１
４の内側面の内の表面１８より上の部分を包含する。
【００３６】
　図１の系はまた、図示したように反応器１０に連結された循環気体冷却器３０及びコン
プレッサー３２を含む冷却用制御ループをも有する。運転の間に、冷却された循環気体は
冷却器３０から入口３４を通って反応器１０中に流入し、次いで床内を上方に向けて伝わ
っていき、出口３３を経て反応器１０から出て行く。冷却用流体（その温度は反応器１０
内を流れる間に上昇する）は、出口３３からコンプレッサー３２によってポンプ輸送され
て冷却器３０に戻される。冷却器３０がその入口に入る流体の温度を低減させる量及び／
又はコンプレッサー３２を通る流量を調節するために、冷却器３０の入口及び出口付近の
温度センサー（図示せず）が冷却器３０及び／又はコンプレッサー３２へのフィードバッ
クを提供する。
【００３７】
　反応器１０は、高さ４７フィート６インチ（約１５．６ｍ）（Ａ点からＢ点まで）の直
線的区画１４及びＡ点より３フィート１インチ（約０．９４ｍ）上に配置された分配板１
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２を有するｍＬＬＤＰＥ（メタロセンを触媒とする線状低密度ポリエチレン）反応器とし
て、構築することができる。
【００３８】
　図１の系はまた、反応器壁の直線的区画１４に沿った複数箇所に反応器壁から床中に少
しだけ（例えば１／８インチ（約３ｍｍ））突き出すように取り付けられたスキン温度セ
ンサー５、６、７及び８（典型的には迅速応答デザインを有する熱電対センサーとして組
み込まれる）をも含む。センサー５～８は、反応器運転の間のスキン温度（即ち反応器１
０の壁に非常に近い床温度）を検知するように形状及び位置決めされる。
【００３９】
　図１の系はまた、反応器壁から離れた反応器１０内のある位置において反応器運転の間
の床温度を検知するために位置及び形状決めされた抵抗温度センサー９をも含む。抵抗温
度センサー９は、センサー５、６、７又は８より深く（例えば反応器壁から８～１８イン
チ（２００～４６０ｍｍ）の所まで）床中に突き出すように取り付けられる。典型的には
、抵抗温度センサー９は、床中に充分な量だけ延びた好適なサーモウェル内に配置される
。かかるサーモウェルは、反応器の運転の間に曝される研磨的状況からセンサー９を保護
し且つ反応器の運転停止の必要なくセンサー９を取り除いて交換することを可能にする。
【００４０】
　運転の間に図１の系のその他の特徴を測定するためにその他のセンサーを用いることが
でき、図１の系によって生産される製品の瞬間及び床平均製品特性を測定するために様々
なセンサー及びその他の装置を用いることができる。
【００４１】
　図１の系によって達成される様々な反応を制御するためにプロセス制御変数をどのよう
に制御するか｛例えば反応器１０内の気相組成、反応器１０中に導入されるコモノマーの
濃度、反応器中に導入される少なくとも１つの反応成分（例えばエチレン）の分圧並びに
反応器１０内に導入される各触媒のタイプ及び特性をどのように制御するか、並びに温度
を制御するために上記の態様で構成要素３０及び３２をどのように用いるか｝は、よく知
られている。本発明のある実施態様において、反応器（例えば図１、２又は３のもの）の
運転の間の移行は、
・製品の一次特性が移行開始時に最適出発値を有し、
・移行期間中生産製品が一次特性の瞬間値が初期仕様セットに準拠しなくなるせいで第１
の時点において初期仕様セットに準拠しなくなり、そして
・反応の間に生産される製品が、移行の間の前記の第１の時点と少なくとも実質的に合致
するある時点において、前記の各非一次特性の少なくとも１つの瞬間値が初期仕様セット
に準拠しなくなるせいで、初期仕様セットを満たさなくなる
ように、プロセス制御変数を調節することによって実施される。
【００４２】
　図２は、本発明に従って運転を制御することができる別の流動床反応器の簡略断面図で
ある。図２の反応器は、その下方端部とその上方区画との間の円筒状（直線的）区画及び
該直線的区画内の分配板１２を有する。運転中は、濃密相表面８８が反応器内に存在する
希薄相材料（濃密相表面８８の上方）と反応器内の濃密相材料８６（直線的区画、板１２
及び表面８８によって境界が設けられる部分）との境界となる。
【００４３】
　図３は、本発明に従って運転を制御することができる別の流動床反応器の簡略断面図で
ある。図３の反応器は、その下方端部とその上方区画との間の円筒状（直線的）区画及び
該直線的区画内の分配板１２を有する。上方区画の各水平断面の直径は、直線的区画の直
径より大きいが、図３の反応器の上方区画は図１の反応器１０の上方区画とは異なる形状
を有する。図３の反応器の運転中は、濃密相表面９８が反応器内に存在する希薄相材料（
濃密相表面９８の上方）と反応器内の濃密相材料９６（直線的区画、板１２及び表面９８
によって境界が設けられる部分）との境界となる。
【００４４】
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　次に、図４～９を参照して本発明のいくつかの実施態様を説明する。図４～９はそれぞ
れ、（流動床反応器中でのポリオレフィンの生産における）製品が初期仕様セットによっ
て決定されるＭＩ（メルトインデックス）及び密度を有する第１の反応から製品が目標使
用セットによって決定されるＭＩ及び密度を有する目標反応への移行をシミュレートする
データのグラフである。特に、初期仕様セットは２２ｇ／１０分～２６ｇ／１０分の範囲
のＭＩ及び０．９２２ｇ／ｃｃ～０．９２６ｇ／ｃｃの範囲の密度を要求し、目標仕様セ
ットは０．８０ｇ／１０分～１．２０ｇ／１０分の範囲のＭＩ及び０．９１６ｇ／ｃｃ～
０．９２０ｇ／ｃｃの範囲の密度を要求する。シミュレーションは、移行の間にＭＩのオ
ーバーシュートが何ら認められず、移行の間の最大許容密度オーバーシュートが０．９１
５ｇ／ｃｃであり、そして生産速度が７．０Ｍポンド／時間であり且つ床重量が３０Ｍポ
ンドであると想定している。
【００４５】
　図４中の曲線５０は床平均ＭＩ（ｇ／１０分の単位）を示し、図４の曲線５１は瞬間Ｍ
Ｉ（ｇ／１０分の単位）を示し、両者は（移行開始時の）ＭＩの初期床平均値が２２．０
０ｇ／１０分であると想定している。曲線５０及び５１は、ｔ＝４５０分の時点で移行が
開始すること（及びＭＩが初めて初期仕様に準拠しなくなること）を示し、曲線５０はｔ
＝１３４５分の時点で製品のＭＩが初めて目標仕様に準拠したものになることを示す。図
４は、移行の間に０．５時間の時定数でＭＩの瞬間値が変化すると想定している。
【００４６】
　図５の曲線５２は床平均密度（ｇ／ｃｃの単位）を示し、図５の曲線５３は瞬間密度（
ｇ／ｃｃの単位）を示し、両者は（移行開始時の）密度の初期床平均値が０．９２２ｇ／
ｃｃであると想定している。曲線５２は、ｔ＝５８０分の時点で密度が初めて初期仕様に
準拠しなくなること及びｔ＝７３５分において製品の密度が初めて目標仕様に準拠したも
のになることを示す。曲線５２及び５３は、密度の瞬間値及び床平均値がｔ＝４５０分に
おいて初めて変化し始めることを示す。図５は、移行の間に０．７５時間の時定数で密度
の瞬間値が変化すると想定している。
【００４７】
　図６の曲線５４は床平均ＭＩ（ｇ／１０分の単位）を示し、図６の曲線５５は瞬間ＭＩ
（ｇ／１０分の単位）を示し、両者は（移行開始時の）ＭＩの初期床平均値が２６．００
ｇ／１０分であると想定している。曲線５４は、ｔ＝５６０分の時点でＭＩが初めて初期
仕様に準拠しなくなること及びｔ＝１３７０分の時点でＭＩが初めて目標仕様に準拠した
ものになることを示す。曲線５４及び５５は、ｔ＝５６０分の前の時点でＭＩの瞬間値及
び床平均値が初めて変化し始めることを示す。図６は、移行の間に０．５時間の時定数で
ＭＩの瞬間値が変化すると想定している。
【００４８】
　図７の曲線５６は床平均密度（ｇ／ｃｃの単位）を示し、図７の曲線５７は瞬間密度（
ｇ／ｃｃの単位）を示し、両者は（移行開始時の）密度の初期床平均値が０．９２６ｇ／
ｃｃであると想定している。曲線５６は、ｔ＝７３０分の時点で密度が初めて初期仕様に
準拠しなくなること及びｔ＝８５５分において製品の密度が初めて目標仕様に準拠したも
のになることを示す。図７は、移行の間に０．７５時間の時定数で密度の瞬間値が変化す
ると想定している。
【００４９】
　図８の曲線６０は床平均密度（ｇ／ｃｃの単位）を示し、図８の曲線６１は瞬間密度（
ｇ／ｃｃの単位）を示し、両者は（移行開始時の）密度の初期床平均値が０．９２２８ｇ
／ｃｃであると想定している。曲線６０は、ｔ＝５６０分の時点で密度が初めて初期仕様
に準拠しなくなること及びｔ＝７２５分において製品の密度が初めて目標仕様に準拠した
ものになることを示す。図８は、移行の間に０．７５時間の時定数で密度の瞬間値が変化
すると想定している。
【００５０】
　図９の曲線６４は床平均密度（ｇ／ｃｃの単位）を示し、図９の曲線６５は瞬間密度（



(12) JP 2008-542497 A 2008.11.27

10

20

30

40

50

ｇ／ｃｃの単位）を示し、両者は（移行開始時の）密度の初期床平均値が０．９２２１ｇ
／ｃｃであると想定している。曲線６４は、ｔ＝５６０分の時点で密度が初めて初期仕様
に準拠しなくなること及びｔ＝１３７０分において製品の密度が初めて目標仕様に準拠し
たものになることを示す。図９は、移行の間に７．４０時間の時定数で密度の瞬間値が変
化すると想定している。
【００５１】
　ある類の実施態様において、本発明は、移行の間に生産されるオフグレード材料を減ら
す（又は最小限に抑える又は実質的に最小限に抑える）ように（当初反応から目標反応へ
の）移行についての当初条件を決定するための方法である。また、本発明の方法のある実
施態様では、移行を実行するための好ましいプロセス制御変数が決定される。また、ある
実施態様は、反応条件を好ましい当初反応条件（移行を実行する前のもの）に設定する工
程及び続いての移行終了時に目標反応条件に達するために移行を（本発明に従って決定さ
れる態様で）実行する工程をも含む。
【００５２】
　本発明の典型的な実施態様においては、（初期仕様セット及び目標仕様セットの両方に
よって特定される）製品特性の内の他のどの特性よりも移行の間により多くのオフグレー
ド製品の生産を引き起こしてしまうものが、「一次」特性と特定される。例えば、初期仕
様及び目標仕様が本発明のある実施態様に従う図４～９に記載したものである移行を実行
するために、（様々な異なる態様で実行された時の）移行期間中生産製品中の、他のどの
製品特性が初期仕様セット及び目標仕様セットに準拠しないせいで初期仕様セット及び目
標仕様セットの両方に準拠できない製品よりも、ある１つの特性（即ち一次特性）が初期
仕様セット及び目標仕様セットに準拠しないせいで初期仕様セット及び目標仕様セットの
両方に準拠できない製品の方が多いということになる製品特性を決定することによって、
一次特性を特定することができる。
【００５３】
　図４～９に初期仕様及び目標仕様が記載された移行についての一次特性としてＭＩが特
定された次の特定例を検討する。図４～９を基礎とするシミュレーションは、次のことを
示す：
・ＭＩが図４におけるように変化し且つ密度が図５におけるように変化すると想定したシ
ミュレーションは、移行期間中生産オフグレード製品の総量が１０４．４Ｍポンドであり
、ＭＩオフグレード製品の量（移行期間中生産オフグレード製品中のＭＩがどちらの仕様
セットにも準拠しないせいで初期仕様セット及び目標仕様セットの両方に準拠しないもの
となるものの量）が１０４．４Ｍポンドであり、そして密度オフグレード製品の量（移行
期間中生産オフグレード製品中の密度がどちらの仕様セットにも準拠しないせいで初期仕
様セット及び目標仕様セットの両方に準拠しないものとなるものの量）が１８．１Ｍポン
ドであることを示す；
・ＭＩが図６におけるように変化し且つ密度が図７におけるように変化すると想定したシ
ミュレーションは、移行期間中生産オフグレード製品の量が９４．５Ｍポンドであり、そ
して密度オフグレード製品の量が１４．６Ｍポンドであることを示す；
・ＭＩが図６におけるように変化し且つ密度が図８におけるように変化すると想定したシ
ミュレーションは、移行期間中生産オフグレード製品の総量が９４．５Ｍポンドであり、
ＭＩオフグレード製品の量が９４．５Ｍポンドであり、そして密度オフグレード製品の量
が１９．３Ｍポンドであることを示す；並びに
・ＭＩが図６におけるように変化し且つ密度が図９におけるように変化すると想定したシ
ミュレーションは、移行期間中生産オフグレード製品の総量が９４．５Ｍポンドであり、
ＭＩオフグレード製品の量が９４．５Ｍポンドであり、そして密度オフグレード製品の量
が９４．５Ｍポンドであることを示す。
【００５４】
　かくして、図４～９を基礎とするシミュレーションは、移行期間中生産製品中で、密度
が初期仕様セット及び目標仕様セットの両方に準拠しないせいで両仕様セットに準拠しな
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いものとなる製品よりも、ＭＩが初期仕様セット及び目標仕様セットの両方に準拠しなく
なるせいで両仕様セットに準拠しないものとなる製品の方が多いということを示す。この
ことは、密度ではなくてＭＩが一次製品特性であることを示している。本発明に従えば、
ＭＩを一次製品特性として特定することは、移行開始時のその他の当初条件並びに移行の
間のＭＩ及び密度の変化のための他の時定数値を想定している追加のシミュレーションに
よって確認することができる（典型的には確認されるだろう）。
【００５５】
　本発明のある実施態様（１つの製品特性を一次特性として特定するもの）は、移行期間
中生産製品が一次特性のせい及び同時に（又は実質的に同時に）少なくとも１つのその他
の各製品特性のせいで「オフグレード」になるように移行を実行するための好ましいプロ
セス制御変数を特定する。好ましくは、この好ましいプロセス制御変数は、移行の間に各
非一次特性が目標仕様セットに準拠する値に到達するのができるだけ遅くなる（しかし一
次特性が目標仕様セットに準拠する値に到達する時点よりは遅くない）ようにする。かか
るプロセス制御変数を用いて移行を実行することにより、本発明に従って課されるその他
の制約を受ける移行の間に、各非一次特性が比較的ゆっくり変化する（即ち各非一次特性
の変化についての時定数が最大化される）。
【００５６】
　例えば、ＭＩを初期仕様セット及び目標仕様セットが図４～９に記載されたものである
移行のための一次特性として特定する実施態様を検討する（図４～９に示されたように、
初期仕様セットは２２．００ｇ／１０分≦ＭＩ≦２６．００ｇ／１０分及び０．９２２ｇ
／ｃｃ≦密度≦０．９２６ｇ／ｃｃを要求し、目標仕様セットは０．８０ｇ／１０分≦Ｍ
Ｉ≦１．２０ｇ／１０分及び０．９１６ｇ／ｃｃ≦密度≦０．９２０ｇ／ｃｃを要求する
）。図６の曲線５４及び図７の曲線５６に示された移行についての当初条件（即ち初期床
平均ＭＩ＝２６．００ｇ／１０分及び初期床平均密度＝０．９２６ｇ／ｃｃ）は、移行の
間に生産されるオフグレード材料を最小限に抑える。しかしながら、図６及び７に合致す
るように移行を実行する（曲線５４及び５６によって示される当初条件を選択することに
よるものを含む）ことにより、本発明に従ってオフグレード材料の生産が最小限に抑えら
れる（オフグレード製品の生産がたった９４．５Ｍポンドとなる）が、ＭＩ及び密度の両
方が移行の間に素早く（即ちそれぞれ０．５及び０．７５時間の時定数で）変化すること
が要求される。
【００５７】
　また、図６及び８に合致するように移行を実行し（曲線５４及び６０によって示される
当初条件を選択することによるものを含む）又は図６及び９に合致するように移行を実行
する（曲線５４及び６４によって示される当初条件を選択することによるものを含む）こ
とによっても、本発明に従ってオフグレード材料の生産が最小限に抑えられる（オフグレ
ード製品の生産がたった９４．５Ｍポンドとなる）。図６及び９に合致するように移行を
実行する方が（図６及び８に合致するように又は図６及び７に合致するように移行を実行
するよりも）好ましい。というのも、前者は、本発明に従ってオフグレード材料の生産を
最小限に抑えるだけではなく、移行の間に密度を素早く変化させるための要件をも取り除
く（即ち７．４０時間の時定数での密度のはるかにゆっくりな変化を指定する）からであ
る。他方、ＭＩについては、図６及び９に合致するように移行を実行する場合も、図６及
び８に合致するように移行を実行する場合も、図６及び７に合致するように移行を実行す
る場合も、移行の間の０．５時間の時定数でのＭＩの変化が要求される。
【００５８】
　図６及び９に合致する好ましい当初条件及びプロセス制御変数を特定するための好まし
い方法｛オフグレード材料生産を最小限に抑えるすでに特定された当初条件及びプロセス
制御変数（即ち図６及び７のもの）を有する｝は、次の工程を含む：
●生産される製品が一次特性のせいでオフグレードになるのと同時に（又は実質的に同時
に）懸案の各非一次製品特性（即ち密度）のせいで移行期間中生産製品がオフグレードに
なるように、当初条件及びプロセス制御変数を決定する。従って、図６及び８に合致する
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当初条件及びプロセス制御変数を決定する。図６において、移行期間中生産製品は、ｔ＝
５６０分において一次特性（ＭＩ）のせいで「オフグレード」になる。この時間（ｔ＝５
６０分）を決定したら、図８をもたらす初期値及びプロセス制御変数を、同じ時点（ｔ＝
５６０分）において移行期間中生産オフグレード製品の合計量が増えることなく密度のせ
いで移行期間中生産製品がオフグレードになるように、決定する。
●次いで、
・懸案の各非一次特性（即ち密度）ができるだけ遅く（しかし一次特性が目標仕様セット
に準拠する値に達する時点よりは遅くない時点において）目標仕様セットに準拠する値に
到達し；且つ、
・生産製品が一次特性のせいでオフグレードになるのと同時に（又は実質的に同時に）、
移行期間中生産オフグレード製品の合計量が増えることなく、懸案の各非一次製品特性（
即ち密度）のせいで移行期間中生産製品がオフグレードになる：
ような好ましい当初条件及びプロセス制御変数（即ち図６及び９と一致したもの）を決定
する。図８では、移行期間中生産製品の密度がｔ＝７２５分において初めて目標仕様セッ
トに準拠したものになり、図６では、ｔ＝１３７０分において移行期間中生産製品のＭＩ
が初めて目標仕様セットに準拠したものになる。これらの時間を決定したら、図９をもた
らす初期値及びプロセス制御変数（密度を変化させるための時定数を含む）を、（移行期
間中生産オフグレード製品の合計量が増えることなく、）移行期間中生産製品の密度がｔ
＝１３７０分において初めて目標仕様セットに準拠したものになるように、決定する。
【００５９】
　より一般的には、本発明の方法のある実施態様は、（初期仕様セットによって決定され
る特性を有する）ある製品を生産するための第１の反応から（目標仕様セットによって決
定される特性を有する）目標製品を生産するための目標反応への移行のためのパラメータ
ー（移行を開始させるための当初反応パラメーター及び移行の間の製品パラメーターの変
化についての時定数を含む）を決定する。図１０に示したように、この方法は、次の工程
を含むことができる：
（ａ）初期仕様セット及び目標仕様セットによって特定される特性から製品の一次特性を
決定する工程（図１０の工程３００）；
（ｂ）前記一次特性の（移行開始時における）出発値であって、移行期間中生産オフグレ
ード製品の量を最小限に抑え又は実質的に最小限に抑えて、（移行の開始時又は移行の間
の）第１の時点において一次特性が初期仕様セットに準拠しなくなるせいで移行期間中生
産製品が初期仕様セットに準拠しないものになるようにし且つ移行期間中生産製品の一次
特性が移行終了時の第２の時点において初めて目標仕様セットに準拠したものにする前記
出発値を決定する工程（図１０の工程３０２）；並びに
（ｃ）移行の間の前記の第１の時点と少なくとも実質的に合致するある時点において各非
一次特性（各非一次特性とは、一次特性以外の、初期仕様セット及び目標仕様セットによ
って特定される特性の１つである）が初期仕様セットに準拠しなくなるせいで移行期間中
生産製品が初期仕様セットに準拠しないものになるように、移行開始時に製品の前記の各
非一次特性の少なくとも１つについての出発値を決定し且つ移行の間に前記の各非一次特
性の変化のための時定数を決定する工程（図１０の工程３０４）。
【００６０】
　好ましくは、工程（ｃ）はまた、前記の第２の時点と少なくとも実質的に合致するある
時点において初めて移行期間中生産製品の各非一次特性が目標仕様セットに準拠したもの
になるように、前記の各非一次特性の変化についての時定数を決定する工程をも含む。あ
る実施態様においては、製品の二次特性及び三次特性のそれぞれについての（並びに随意
としての製品の追加の特性についての）出発条件（及び時定数）は、
・（前記の第１の時点と少なくとも実質的に合致するある時点において）一次特性、二次
特性及び三次特性のそれぞれ（並びに随意としての追加の特性）が初期仕様セットに準拠
しなくなるせいで移行期間中生産製品が初期仕様セットに準拠しなくなり、且つ
・移行期間中生産製品の一次特性、二次特性及び三次特性のそれぞれ（並びに随意として
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の追加の特性）が前記の第２の時点と少なくとも実質的に合致するある時点において初め
て目標仕様セットに準拠したものになる
ように、決定される。好ましくは、各非一次特性が一次特性と同時に（又は実質的に同時
に）「オフグレード」になり、そして各非一次特性ができるだけ遅く（しかし一次特性が
目標仕様セットに準拠した値に達する時点よりは遅くない時点において）目標仕様セット
に準拠した値に達して、各非一次特性の変化についての時定数が最大になるようにする。
典型的には、（例えば反応の制御を容易にするために、）オフグレード製品の生産量が増
えることなく移行の間に比較的ゆっくり各非一次製品特性が変化するのが好ましい。
【００６１】
　図１０の工程３００、３０２及び３０４を含む方法はまた、随意に次の工程をも含む：
（ｄ）プロセス制御変数を、
・一次特性及び各非一次特性が移行開始時に工程（ｂ）及び（ｃ）において決定される出
発値を有するように、そして
・前記の第１の時点において一次特性が初期仕様セットに準拠しなくなるせいで移行期間
中生産製品が初期仕様セットに準拠しなくなり且つ移行の間の前記の第１の時点と少なく
とも実質的に合致するある時点において前記の各非一次特性が初期仕様セットに準拠しな
くなるせいで移行期間中生産製品が初期仕様セットに準拠しなくなるように、
制御することによって、移行を実行する（図１０の工程３０６）。この反応プロセスのモ
デルは、工程（ｄ）において制御されるプロセス制御変数（例えば温度、気体組成、コモ
ノマー組成、反応器圧力及び／又は触媒組成）を、すべての「瞬間」製品特性が工程（ｂ
）及び（ｃ）において決定された出発値を有するように、そして各プロセス制御変数（こ
こでは操作パラメーターとも称される）が工程（ｂ）及び（ｃ）に合致する態様で移行を
実行するために時間の関数として変化するように、決定するために用いることができる。
【００６２】
　（初期仕様セット及び目標仕様セットによって特定される特性から）反応器中で生産さ
れる製品の一次特性を特定する工程を含む本発明の方法のある実施態様において、一次特
性を特定する工程は、次の工程を含むことができる：
・移行開始時に（初期仕様セットに準拠している）多くの様々な当初製品特性について、
移行の前、間及び後に、Ｎ種の製品特性（Ｎは正の整数である）のそれぞれについて、瞬
間及び平均製品特性（例えば製品が流動床反応器中で生産される場合の床平均特性）を示
すデータ（例えばヒストリカルデータ、シミュレートデータ又はモデリングデータ）を得
る工程；並びに
・製品特性の内の１つであって他のどの特性よりも移行の間により多くのオフグレード製
品の生産を引き起こしてしまうものを、一次特性として特定する工程。これは、次のよう
に行うことができる：一次特性が（初期仕様セット及び目標仕様セットに）準拠しなくな
るせいで初期仕様セットや目標仕様セットのいずれにも準拠しないオフグレード製品の最
初の部分が生産されるように移行を実行できることを割り出し、そして他の任意の製品特
性が初期仕様セット及び目標仕様セットに準拠しないせいで初期仕様セットや目標仕様セ
ットのいずれにも準拠しないオフグレード製品が前記の最初の部分の量と等しい量又はそ
れより多い量が生産されるように移行を実行することはできないことも割り出す。
【００６３】
　別の実施態様において、この方法は、次の工程を含む：
（ａ）一次製品特性（例えばＭＩ及び密度の内の一方）、二次製品特性（例えばＭＩ及び
密度の内のもう一方）並びに随意としての１つ以上の追加の（例えば三次）製品特性につ
いて、（反応移行開始時における）最適出発値並びに（各製品特性が変化し始めるための
）初期変化時間並びに（移行の間に各製品特性が変化するための）時定数を決定する工程
；並びに
（ｂ）製品特性の瞬間値を工程（ａ）で決定された最適出発値に設定するための操作パラ
メーター（例えば温度、気体組成、コモノマー組成、反応器圧力及び／又は触媒組成）を
決定し、そして、工程（ａ）で決定された初期変化時間及び時定数に一致する態様で移行



(16) JP 2008-542497 A 2008.11.27

10

20

30

40

50

を実行するためには前記各操作パラメーターを時間の関数としてどのように変化させるの
かを決定する工程。
【００６４】
　典型的には、工程（ｂ）は、製品特性と操作パラメーターの瞬間値とを関連づける反応
プロセスのモデルを用いて実施される。また、この方法は好ましくは次の工程をも含む：
（ｃ）瞬間製品特性を工程（ａ）で決定された最適出発値に設定し且つ工程（ａ）で決定
された初期変化時間及び時定数のそれぞれに一致する態様で瞬間製品特性を変化させるた
めに操作パラメーターを調節することによって移行を実行する。
【００６５】
　本発明の典型的な実施態様において、当初反応及び目標反応の間に生産される製品は、
樹脂である。（初期仕様セットによって決定される特性を有する）当初樹脂製品の生産か
ら（目標仕様セットによって決定される特性を有する）最終樹脂製品への移行の間に生成
するオフグレード樹脂の量は、本発明に従って、移行の開始時に（初期仕様セットによっ
て許容される範囲内の）選ばれた当初樹脂製品特性のセットを有する樹脂を生産すること
によって、有意に減らす（好ましくは最小限に抑える）ことができる。典型的な実施態様
において、（移行開始時の）上記の選ばれた当初樹脂製品特性には、樹脂密度及び樹脂流
動性（例えばＭＩ又はＦＩ）が包含される。移行開始時の当初樹脂製品特性を最適に選ぶ
ことによって、オフグレード容量を、典型的には、移行開始時の（初期仕様セットによっ
て許容される範囲内の）無計画に決定した当初樹脂製品特性で生産される量より３５％も
減らすことができる。（移行開始時の）選ばれた当初樹脂製品特性は、反応器の制約、プ
ロセス動力学及び目標製品特性に基づいて予め決定することができる。反応器の制約、プ
ロセス動力学及び目標製品特性は、分析的及び数値的方法を用いてモデリングすることが
できる。本発明に従って（例えば数値的、グラフ的且つ／又は分析的方法によって）決定
される（移行開始時の）最適当初樹脂製品特性は、典型的には直感的にわかるものではな
く、典型的には従来の考えとは一致しない。
【００６６】
　次に、本発明に従って制御することができる工業規模反応（例えば工業規模の気相流動
床重合反応）の例を説明する。かかる反応の内のあるものは、図１の反応器１０の幾何学
構造を有する反応器、又は図２若しくは図３の幾何学構造を有する反応器中で行うことが
できる。本発明の様々な実施態様においては、様々な異なる反応器の性能が本発明に従っ
て制御される。
【００６７】
　ある実施態様においては、連続気相流動床反応器が、次のように重合を実施するために
運転されながら、本発明に従って制御される。流動床は、ポリマー粒体（顆粒）から成る
。第１モノマー及び水素の気体供給流を液状又は気体状コモノマーと一緒に混合用Ｔ字装
置中で互いに混合し、反応器の床の下の再循環気体ライン中に導入する。例えば、第１モ
ノマーはエチレンであり、コモノマーはヘキセンである。エチレン、水素及びコモノマー
の個々の流量を、一定の組成目標を維持するように調節する。エチレン濃度は、一定のエ
チレン分圧を維持するように調節する。水素は、一定の水素対エチレンのモル比を維持す
るように調節する。ヘキセンは、一定のヘキセン対エチレンのモル比を維持するように調
節する。再循環気体流中で比較的一定の組成を確保するために、すべての気体の濃度をオ
ンラインガスクロマトグラフィーによって測定する。固体状又は液体状触媒は、精製窒素
をキャリヤーとして用いて流動床中に直接注入する。その割合は、一定の生産速度を維持
するように調節する。成長するポリマー粒子の反応用床は、反応ゾーン中への補充供給気
体及び再循環気体の連続流によって、流動状態に保たれる。ある実施においては、これを
達成するために１～３フィート／秒の見掛け気体速度を用い、反応器は３００ｐｓｉｇの
全圧で運転される。一定の反応器温度を維持するためには、重合による熱発生の速度の変
化に適応するように再循環気体の温度を上げたり下げたりして連続的に調節する。流動床
は、粒状製品の生成速度に等しい速度で床の一部を取り出すことによって、一定の高さに
保たれる。製品は、一連の弁を介して一定容量のチャンバー中に半連続的に取り出され、
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これは同時に排気されて反応器に戻される。これによって製品の効率良い取り出しが可能
になると同時に、未反応気体の大部分が反応器に再循環されて戻される。この製品は同伴
されてきた炭化水素を除去するためにパージされ、痕跡量の残留触媒を失活させるために
少量の湿った窒素流で処理される。
【００６８】
　別の実施態様においては、反応器は、様々なプロセス（例えば溶液、スラリー又は気相
プロセス）を用いて重合を実施するために運転されながら、本発明に従って制御される。
例えば、反応器は気相重合プロセスによってポリオレフィンポリマーを生産するために運
転される流動床反応器であることができる。このタイプの反応器及びかかる反応器を運転
するための手段は、よく知られている。気相重合プロセスを実施するためにかかる反応器
を運転するに当たっては、重合媒体を機械的に撹拌したり、気体状モノマー及び希釈剤の
連続流によって流動化させたりすることができる。
【００６９】
　ある実施態様においては、重合反応が本発明に従って制御される。この反応は、連続気
相プロセス（例えば流動床プロセス）であることができる。かかるプロセスを実施するた
めの流動床反応器は、典型的には、反応ゾーン及びいわゆる速度低減ゾーンを含む。反応
ゾーンは、成長するポリマー粒子、生成したポリマー粒子及び少量の触媒粒子が反応ゾー
ンに通される気体状モノマー及び重合熱を除去するための希釈剤の連続流によって流動化
されて成る。随意に、再循環される気体の一部を冷却し且つ圧縮して、反応ゾーンに再び
入る時の循環気体流の熱を除去する能力を高める液体を形成させることができる。この運
転方法は、「凝縮モード」と称される。好適な気体流量は、簡単な実験によって容易に決
定することができる。循環気体流への気体状モノマーの補充は、粒状ポリマー製品及びそ
れに関連するモノマーが反応器から取り出される速度に等しい速度で行われ、反応器中に
通される気体の組成は、反応ゾーン内で本質的に定常状態の気体組成を維持するように調
節される。反応ゾーンから出る気体は速度低減ゾーンに通され、そこで同伴してきた粒子
が取り除かれる。もっと微細な同伴粒子及び粉塵は、サイクロン及び／又は微細フィルタ
ー中で取り除くことができる。気体は熱交換器に通されてそこで重合の熱が取り除かれ、
コンプレッサー中で圧縮され、次いで反応ゾーンに戻される。
【００７０】
　流動床プロセスの反応器温度は、３０℃又は４０℃又は５０℃～９０℃又は１００℃又
は１１０℃又は１２０℃又は１５０℃の範囲であることができる。一般的に、反応器温度
は、反応器内のポリマー製品の焼結温度を考慮に入れて実現可能な最も高い温度で操作さ
れる。重合温度又は反応温度は、典型的には、生成されるポリマーの溶融又は「焼結」温
度より低くしなければならない。従って、１つの実施態様における温度の上限は、反応器
中で生産されるポリオレフィンの融点である。
【００７１】
　別の実施態様において、本発明に従って運転を制御される反応器は、スラリー重合プロ
セスによって重合を実施するものである。スラリー重合プロセスは一般的に１～５０ａｔ
ｍの範囲及びそれ以上の圧力、並びに０℃～１２０℃の範囲、より特定的には３０℃～１
００℃の範囲の温度を用いる。スラリー重合においては、液体重合希釈剤媒体にモノマー
及びコモノマー並びにしばしば水素を触媒と共に添加したものの中で、固体粒状ポリマー
の懸濁液を生成させる。この希釈剤を含む懸濁液は、反応器から断続的に又は連続的に取
り出され、揮発性成分がポリマーから分離されて随意に蒸留後に反応器に再循環される。
重合媒体中に用いられ液状希釈剤は、典型的には３～７個の炭素原子を有するアルカン、
１つの実施態様においては分岐鎖状アルカンである。用いられる媒体は、重合条件下にお
いて液状であり且つ比較的不活性であるべきである。プロパン媒体を用いる場合には、反
応希釈剤の臨界温度及び臨界圧力以上においてプロセスを操作しなければならない。１つ
の実施態様においては、ヘキサン、イソペンタン又はイソブタン媒体を用いる。
【００７２】
　別の実施態様において、本発明に従って制御される反応は、ポリマーが溶液状になる温
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度以下の温度に保ったスラリープロセス又は粒子形状重合である／これらの重合を含む。
別の実施態様において、本発明に従って制御される反応は、ループ反応器又は直列の、並
列の若しくはそれらの組合せとしての複数の撹拌式反応器の内の１つである。スラリープ
ロセスの非限定的な例には、連続ループ又は撹拌槽プロセスが包含される。
【００７３】
　本発明のいくつかの実施態様に従って制御される反応は、オレフィン（例えばエチレン
）のホモポリマー、及び／又はオレフィン（特にエチレン）と少なくとも１種の別のオレ
フィンとのコポリマー、ターポリマー等を生産するものであることができる。前記オレフ
ィンは、例えば、１つの実施態様においては２～１６個の炭素原子を有することができ；
別の実施態様においてはエチレン及び３～１２個の炭素原子を有するコモノマー；さらに
別の実施態様においてはエチレン及び４～１０個の炭素原子を有するコモノマー；さらに
別の実施態様においてはエチレン及び４～８個の炭素原子を有するコモノマーであること
ができる。本発明に従って制御される反応は、ポリエチレンを生産することができるもの
である。かかるポリエチレンは、エチレンのホモポリマー及びエチレンと少なくとも１種
のα－オレフィンとのインターポリマー（エチレン含有率が含まれる全モノマーの少なく
とも約５０重量％であるもの）であることができる。本発明の実施態様において用いるこ
とができるオレフィンの例には、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１
－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン、４－メチル－１－ペンテン、１－デセン、１
－ドデセン、１－ヘキサデセン等がある。また、１，３－ヘキサジエン、１，４－ヘキサ
ジエン、シクロペンタジエン、ジシクロペンタジエン、４－ビニルシクロヘキサ－１－エ
ン、１，５－シクロオクタジエン、５－ビニリデン－２－ノルボルネン及び５－ビニル－
２－ノルボルネンのようなポリエン、並びに重合媒体中で現場で生成されるオレフィンも
ここで利用可能である。オレフィンが重合媒体中で現場で生成されるものである場合、長
鎖分岐鎖を含有するポリオレフィンの生成が行われることができる。
【００７４】
　ポリエチレン又はポリプロピレンの生産において、コモノマーを重合反応器中に存在さ
せることができる。存在させる場合、このコモノマーは、エチレン又はプロピレンモノマ
ーに対して任意の割合（最終樹脂中への所望の重量％のコモノマーの取り込みを達成する
もの）で存在させることができる。ポリエチレン生産の１つの実施態様においては、コモ
ノマーをエチレンに対して０．０００１（コモノマー：エチレン）～５０のモル比範囲で
、別の実施態様においては０．０００１～５、さらに別の実施態様においては０．０００
５～１．０、さらに別の実施態様においては０．００１～０．５のモル比範囲で、存在さ
せる。絶対項で表わして、ポリエチレンの製造においては、重合反応器中に存在させるエ
チレンの量は、１つの実施態様においては１０００気圧まで、別の実施態様においては５
００気圧まで、さらに別の実施態様においては２００気圧まで、さらに別の実施態様にお
いては１００気圧まで、さらに別の実施態様においては５０気圧までの範囲であることが
できる。
【００７５】
　オレフィン重合においては、ポリオレフィンの最終特性を調節するために、しばしば水
素ガスが用いられる。あるタイプの触媒系については、水素濃度（分圧）が高くなるにつ
れて生成するポリオレフィンのメルトフロー（ＭＦ）及び／又はメルトインデックス（Ｍ
Ｉ）が大きくなることが知られている。従って、ＭＦ又はＭＩは水素濃度に影響を受ける
ことがある。重合における水素の量は、全重合性モノマー、例えばエチレン、又はエチレ
ンとヘキセン若しくはプロペンとのブレンドに対するモル比として、表わすことができる
。ある種の重合プロセスにおいて用いられる水素の量は、最終ポリオレフィン樹脂の所望
のＭＦ又はＭＩを達成するのに必要な量である。１つの実施態様において、水素対全モノ
マーのモル比（Ｈ2：モノマー）は、０．００００１超とする。このモル比は、別の実施
態様においては０．０００５超、さらに別の実施態様においては０．００１超であって、
さらに別の実施態様においては１０未満、さらに別の実施態様においては５未満、さらに
別の実施態様においては３未満、さらに別の実施態様においては０．１０未満であり、こ
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こで、望ましい範囲は、ここに記載した任意のモル比上限と任意のモル比下限との任意の
組合せを含むことができる。別方式で表わすと、任意の時点における反応器中の水素の量
は、１つの実施態様においては１０ｐｐｍまで、別の実施態様においては１００若しくは
３０００若しくは４０００若しくは５０００ｐｐｍまで、又はさらに別の実施態様におい
ては１０ｐｐｍ～５０００ｐｐｍの範囲、別の実施態様においては５００ｐｐｍ～２００
０ｐｐｍの範囲であることができる。
【００７６】
　本発明のある実施態様に従って制御される反応器は、２つ以上の反応器を直列に用いる
段階的反応器（１つの反応器が例えば高分子量成分を生産し且つ別の反応器が低分子量成
分を生産することができるもの）の１つであることができる。
【００７７】
　本発明に従って制御される反応器は、バルキーリガンドメタロセンタイプの触媒系の存
在下でトリエチルアルミニウム、トリメチルアルミニウム、トリイソブチルアルミニウム
及びトリ－ｎ－ヘキシルアルミニウム並びにジエチルアルミニウムクロリド、ジブチル亜
鉛等のようなスカベンジャーが不在の又は本質的にない状況でのスラリー又は気相プロセ
スを実施することができる。「本質的にない」とは、これらの化合物が反応器や反応器成
分に故意には添加されず、存在する場合にも反応器中に１ｐｐｍ未満しか存在しないとい
うことを意味する。
【００７８】
　本発明に従って制御される反応器は、１種以上の触媒を、触媒系（又はその成分）の重
量を基準として１０重量％までの金属－脂肪酸、例えばステアリン酸アルミニウムと組み
合わせて、用いることができるものである。好適であり得る別の金属には、その他の第２
族及び第５～１３族金属が包含される。別の実施態様においては、金属－脂肪酸化合物の
溶液を反応器中に供給する。別の実施態様においては、金属－脂肪酸化合物を触媒と混合
し、反応器中に別途供給する。これらの物質は、触媒と混合してもよく、触媒系又はその
成分と共に又はそれらなしで溶液状で又はスラリー状で反応器中に供給してもよい。
【００７９】
　本発明のいくつかの実施態様に従って制御される反応器においては、担持された触媒を
、活性剤と組み合わせることができ、そしてタンブリング及び／又は他の好適な手段によ
ってエトキシル化若しくはメトキシル化アミンのような帯電防止剤｛例えばKemamine AS-
990（米国デラウェア州ブルーミントン所在のICI Specialties社）｝２．５重量％まで（
触媒組成物の重量に対して）と組み合わせることもできる。その他の帯電防止組成物には
、Octastat類の化合物、より特定的にはOctastat 2000、3000及び5000が包含される。
【００８０】
　金属脂肪酸及び帯電防止剤は、固体スラリー又は溶液として、反応器中に別々の供給物
として、添加することができる。この添加方法の１つの利点は、添加剤の割合のオンライ
ン調節を可能にすることである。
【００８１】
　本発明に従って生産することができるポリマーの例には、次のものが包含される：Ｃ2

～Ｃ18α－オレフィンのホモポリマー及びコポリマー；ポリ塩化ビニル、エチレンプロピ
レンゴム（ＥＰＲ）；エチレン－プロピレンジエンゴム（ＥＰＤＭ）；ポリイソプレン；
ポリスチレン；ポリブタジエン；ブタジエンとスチレンとを共重合させたポリマー；ブタ
ジエンとイソプレンとを共重合させたポリマー；ブタジエンとアクリロニトリルとのポリ
マー；イソブチレンとイソプレンとを共重合させたポリマー；エチレンブテンゴム及びエ
チレンブテンジエンゴム；並びにポリクロロプレン；ノルボルネンのホモポリマー及び１
種以上のＣ2～Ｃ18α－オレフィンとのコポリマー；１種以上のＣ2～Ｃ18α－オレフィン
とジエンとのターポリマー。
【００８２】
　本発明に従って制御される反応器中に存在させることができるモノマーには、次のもの
の内の１種以上が包含される：Ｃ2～Ｃ18α－オレフィン、例えばエチレン、プロピレン
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、及び随意としての少なくとも１種のジエン、例えばヘキサジエン、ジシクロペンタジエ
ン、メチルオクタジエン（例えば１－メチル－１，６－オクタジエン及び７－メチル－１
，６－オクタジエン）を含むオクタジエン、ノルボルナジエン及びエチリデンノルボルネ
ン；並びに容易に縮合可能なモノマー、例えばイソプレン、スチレン、ブタジエン、イソ
ブチレン、クロロプレン、アクリロニトリル、ノルボルネンのような環状オレフィン。
【００８３】
　流動床重合（例えば機械的に撹拌され且つ／又は気体で流動化された）反応は、本発明
のある実施態様に従って制御することができる。前記反応は、任意のタイプの流動化重合
反応であることができ、単一の反応器中で実施することもでき、直列の２つ以上の反応器
のような複数の反応器中で実施することもできる。
【００８４】
　様々な実施態様において、多くの異なるタイプの重合触媒を本発明に従って制御される
重合プロセスに用いることができる。単一の触媒を用いることもでき、所望ならば触媒の
混合物を用いることもできる。前記触媒は、可溶性であっても不溶性であってもよく、担
持されていても担持されていなくてもよい。これは、プレポリマーであることもでき、充
填剤と共に若しくは充填剤なしで噴霧乾燥されたものであることもでき、液体若しくは溶
液、スラリー／懸濁液又は分散体であることもできる。これらの触媒は、当技術分野にお
いてよく知られた助触媒及び促進剤と共に用いられる。典型的には、これらはアルキルア
ルミニウム類、ハロゲン化アルキルアルミニウム類、水素化アルキルアルミニウム類及び
アルミノキサンである。例示目的だけで、好適な触媒の例には、チーグラー・ナッタ触媒
、クロムベース触媒、バナジウムベース触媒（例えばオキシ塩化バナジウム及びバナジウ
ムアセチルアセトネート）、メタロセン触媒及び他のシングルサイト若しくはシングルサ
イト様触媒、カチオン形態の金属ハロゲン化物（例えば三ハロゲン化アルミニウム）、ア
ニオン性開始剤（例えばブチルリチウム）、コバルト触媒及びその混合物、ニッケル触媒
及びその混合物、希土類金属触媒（即ち周期表の原子番号５７～１０３の金属を含有する
もの）、例えばセリウム、ランタン、プラセオジム、ガドリニウム及びネオジムの化合物
が包含される。
【００８５】
　様々な実施態様において、本発明に従って制御される重合反応は、（例えば）不活性粒
状粒子のようなその他の添加剤を用いることができる。
【００８６】
　以上、本発明のいくつかの実施態様を例示して説明してきたが、本発明は説明して示し
た特定実施態様に限定されないということを理解すべきである。
【図面の簡単な説明】
【００８７】
【図１】本発明に従って運転を制御することができる流動床反応器（１０）を含む系の簡
略断面図である。
【図２】本発明に従って運転を制御することができる別の流動床反応器の簡略断面図であ
る。
【図３】本発明に従って運転を制御することができる別の流動床反応器の簡略断面図であ
る。
【図４】流動床反応器中で生産されるポリオレフィンのシミュレートされた瞬間及び床平
均メルトインデックス（ＭＩ）（単位ｇ／１０分）のグラフである。
【図５】流動床反応器中で生産されるポリオレフィンのシミュレートされた瞬間及び床平
均密度（ｇ／ｃｃの単位）のグラフである。
【図６】図４とは異なる初期値を想定した、流動床反応器中で生産されるポリオレフィン
のシミュレートされた瞬間及び床平均ＭＩのグラフである。
【図７】図５とは異なる初期値を想定した、流動床反応器中で生産されるポリオレフィン
のシミュレートされた瞬間及び床平均密度のグラフである。
【図８】図７とは異なる初期値を想定した、流動床反応器中で生産されるポリオレフィン
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のシミュレートされた瞬間及び床平均密度のグラフである。
【図９】図７や図８とは異なる初期値及び変化のための時定数を想定した、流動床反応器
中で生産されるポリオレフィンのシミュレートされた瞬間及び床平均密度のグラフである
。
【図１０】本発明の方法のある実施態様のフローチャートである。
【符号の説明】
【００８８】
５、６、７、８・・・スキン温度センサー
９・・・抵抗温度センサー
１０・・・流動床反応器
１１・・・下方端部
１２・・・分配板
１４・・・円筒状区画
１６、８６、９６・・・濃密相材料
１８、８８、９８・・・濃密相表面
１９・・・上方区画
２０・・・フリーボード面
３０・・・循環気体冷却器
３２・・・コンプレッサー

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(23) JP 2008-542497 A 2008.11.27

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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